
食食品品産産業業動動向向調調査査（（令令和和７７年年１１月月調調査査））

食食品品産産業業動動向向調調査査結結果果

１１　　食食品品産産業業のの景景況況ににつついいてて

２２　　今今後後のの経経営営発発展展にに向向けけ取取りり組組みみたたいい課課題題ににつついいてて

３３    国国産産農農林林水水産産物物のの利利用用・・調調達達ににつついいてて

４４　　物物流流問問題題（（22002244年年問問題題））ににつついいてて

５５　　環環境境にに配配慮慮ししたた取取組組みみににつついいてて

　　　　調調査査時時点点　令和７年１月

　　　　調調査査方方法法　調査票による郵送調査とインターネット調査を併用

　　　　調調査査対対象象企企業業

　　　　　　　公庫取引先を含む全国の食品関係企業（注）　６，５１８社

　　　　　　　有効回収数　 ２，１４７社　（回収率：３２．９％）

　　　　　　　　　　　　　<内訳>　　食品製造業　　１，３６３社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　食品卸売業　　　　５３７社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　食品小売業　　　　１８６社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　飲食業 　　　　　　 ６１社

※景況判断のため、アンケート結果からDI値を算出。
DI(Diffusion Index = 動向指数)とは、「増加する（良くなる）」と回答した企業の割合から
「減少する（悪くなる）」と回答した企業の割合を差し引いた数値。

　　　　　＜調査に関するお問い合わせ＞
　　　　　　日本政策金融公庫　農林水産事業本部　情報企画部 TEL 03-3270-5585

注：図表において、四捨五入の関係上、合計が一致しない場合があります。

令令和和７７年年３３月月

（注１）主な調査対象は国産の農林水産物を原材料として使用または商品として取り扱う食品関係企業。

（注２）以降、本資料においては、「食品製造業」を「製造業」、「食品卸売業」を「卸売業」、
　　　　「食品小売業」を「小売業」として表記。

調調査査要要領領

詳しい調査結果を当公庫ホームページ（https://www.jfc.go.jp/)に
掲載しています。トップページから「刊行物・調査結果」→「農林水産事業」
→「食品産業動向調査」の順でご覧いただくか、右の２次元コードでもアク
セス可能です。（通信料はお客様のご負担となります）

この冊子に使われている紙は、日本の森林を育てるために
間伐材を積極的に使用しています。



１１  食食品品産産業業のの景景況況ににつついいてて

業業種種別別景景況況ＤＤＩＩ

景景況況ＤＤＩＩ　　（（景景況況ＤＤＩＩはは、、売売上上高高ＤＤＩＩ、、経経常常利利益益ＤＤＩＩ、、資資金金繰繰りりＤＤＩＩをを単単純純平平均均ししてて算算出出））

【令和６年下半期実績】

・景況DI（食品産業）は、前回（令和６年上半期）から5.0ポイント低下し、▲1.8と令和４年下半期以

来のマイナス値となった。

【令和７年上半期見通し】

・景況DI（食品産業）は、令和６年下半期から横ばい推移し、▲2.2となる見通し。

【令和６年下半期実績】

・業種別景況DIは、製造業、小売業、飲食業が前回 （令和６年上半期）から低下した。特に小売

業は19.2ポイント、飲食業は26.9ポイントの大幅な下落となり、小売業は令和５年上半期以来のマ

イナス値となった。

【令和７年上半期見通し】

・業種別景況DIは、卸売業と飲食業が令和６年上半期から低下し、製造業と小売業はマイナス値

のまま横ばい推移となる見通し。
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食品産業 ▲ 21.0 ▲ 41.6 ▲ 24.5 ▲ 9.3 ▲ 9.2 ▲ 0.8 ▲ 1.5 7.4 13.2 3.2 ▲1.8(-5.0) ▲2.2(-0.4)

（　）は前回との差
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製造業 ▲ 17.4 ▲ 47.1 ▲ 29.4 ▲ 9.1 ▲ 6.3 ▲ 0.8 ▲ 0.5 8.7 11.0 1.7 ▲3.0(-4.7) ▲2.3(+0.7)

卸売業 ▲ 29.2 ▲ 42.2 ▲ 25.2 ▲ 12.3 ▲ 16.2 ▲ 0.7 ▲ 4.1 4.5 13.5 1.0 2.5(+1.5) ▲0.5(-3.0)

小売業 ▲ 27.7 18.3 30.4 0.0 ▲ 19.4 ▲ 10.7 ▲ 10.1 ▲ 1.8 16.1 10.5 ▲8.7(-19.2) ▲9.2(-0.5)

飲食業 ▲ 14.9 ▲ 81.6 ▲ 65.9 ▲ 16.8 14.3 21.5 21.6 35.7 45.7 34.5 7.6(-26.9) 3.8(-3.8)

（　）は前回との差

【【参参考考】】　　景景況況DDII　　（（業業種種別別詳詳細細））
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景景況況 売売上上高高 経経常常利利益益 資資金金繰繰りり
令令和和６６年年
下下半半期期
実実績績

令令和和７７年年
上上半半期期
見見通通しし

令令和和６６年年
下下半半期期
実実績績

令令和和７７年年
上上半半期期
見見通通しし

令令和和６６年年
下下半半期期
実実績績

令令和和７７年年
上上半半期期
見見通通しし

令令和和６６年年
下下半半期期
実実績績

令令和和７７年年
上上半半期期
見見通通しし

食 肉 加 工 品
▲▲ 77..11 1100..88 1133..11 2266..33 ▲▲ 2200..22 1100..11 ▲▲ 1144..22 ▲▲ 44..00

牛 乳 ・ 乳 製 品
1111..99 ▲▲ 11..88 3322..22 1122..55 00..00 ▲▲ 1144..33 33..66 ▲▲ 33..55

水 産 食 品
▲▲ 99..33 ▲▲ 1100..44 ▲▲ 44..11 ▲▲ 11..99 ▲▲ 1111..99 ▲▲ 1188..66 ▲▲ 1122..00 ▲▲ 1100..77

農 産 保 存 食 品
▲▲ 00..66 ▲▲ 44..88 2244..00 1155..44 ▲▲ 66..77 ▲▲ 77..77 ▲▲ 1199..22 ▲▲ 2222..11

調 味 料
88..33 55..11 3344..88 2266..11 ▲▲ 11..11 ▲▲ 44..44 ▲▲ 88..77 ▲▲ 66..55

糖 類
2222..22 1111..11 1166..66 3333..33 1166..66 00..00 3333..33 00..00

精 穀 ・ 製 粉
▲▲ 33..77 ▲▲ 1188..11 2200..00 ▲▲ 66..99 ▲▲ 1155..66 ▲▲ 2277..33 ▲▲ 1155..55 ▲▲ 2200..00

パ ン
▲▲ 2222..00 ▲▲ 99..22 ▲▲ 1100..77 1100..44 ▲▲ 3311..11 ▲▲ 1133..88 ▲▲ 2244..11 ▲▲ 2244..11

菓 子
44..33 11..00 2233..33 2222..77 ▲▲ 77..44 ▲▲ 77..33 ▲▲ 33..11 ▲▲ 1122..44

油 脂
▲▲ 1188..55 ▲▲ 1188..55 00..00 ▲▲ 2222..22 ▲▲ 3333..33 ▲▲ 2222..22 ▲▲ 2222..22 ▲▲ 1111..11

め ん 類
▲▲  11..33 ▲▲ 22..77 1100..44 2222..55 ▲▲ 44..22 ▲▲ 1122..22 ▲▲ 1100..22 ▲▲ 1188..44

冷 凍 食 品
▲▲ 00..88 33..00 2299..55 2200..00 ▲▲ 2200..55 ▲▲ 44..44 ▲▲ 1111..33 ▲▲ 66..77

炊 飯 ・ そ う 菜
▲▲ 1144..99 ▲▲ 1177..44 99..22 99..33 ▲▲ 3366..99 ▲▲ 3366..99 ▲▲ 1177..00 ▲▲ 2244..66

飲 料
1122..77 1166..11 2200..77 3311..00 1177..33 1100..33 00..00 66..99

酒 類
▲▲ 88..00 ▲▲ 00..99 55..44 1166..11 ▲▲ 1144..88 ▲▲ 66..11 ▲▲ 1144..77 ▲▲ 1122..88

そ の 他
▲▲  33..44 00..22 1144..66 1144..11 ▲▲ 1177..22 ▲▲ 1111..11 ▲▲ 77..66 ▲▲ 22..55

（（製製造造業業））①①
▲▲ 33..00 ▲▲ 22..33 1144..11 1144..22 ▲▲ 1122..66 ▲▲ 1100..44 ▲▲ 1100..66 ▲▲ 1100..77

各 種 商 品
22..11 44..77 1199..00 1199..00 ▲▲ 66..33 ▲▲ 11..66 ▲▲ 66..44 ▲▲ 33..22

穀 類 ・ 豆 類
2299..22 1177..00 6644..66 3366..77 2277..00 1166..44 ▲▲ 44..11 ▲▲ 22..11

青 果 物
1111..22 ▲▲ 77..55 2277..44 88..88 88..77 ▲▲ 1177..55 ▲▲ 22..55 ▲▲ 1133..77

食 肉
88..33 66..66 3300..33 1199..77 ▲▲ 33..66 55..33 ▲▲ 11..77 ▲▲ 55..33

生 鮮 魚 介
▲▲ 1100..22 ▲▲ 66..55 ▲▲ 1111..22 ▲▲ 11..11 ▲▲ 88..22 ▲▲ 55..11 ▲▲ 1111..22 ▲▲ 1133..22

そ の 他 生 鮮 品
▲▲ 4455..22 ▲▲ 1177..22 ▲▲ 5544..99 ▲▲ 1166..11 ▲▲ 5511..66 ▲▲ 1199..44 ▲▲ 2299..11 ▲▲ 1166..22

そ の 他 飲 食 品
▲▲ 00..99 77..99 1133..22 2255..00 ▲▲ 55..33 66..66 ▲▲ 1100..55 ▲▲ 88..00

（（卸卸売売業業計計））②②
22..55 ▲▲ 00..55 1166..22 1122..88 ▲▲ 11..33 ▲▲ 44..55 ▲▲ 77..33 ▲▲ 99..88

う ち 市 場 開 設 兼 卸売
44..88 ▲▲ 1166..33 1122..77 ▲▲ 99..11 77..33 ▲▲ 2277..22 ▲▲ 55..55 ▲▲ 1122..77

う ち 市 場 卸 売
55..00 ▲▲ 44..22 1144..11 22..77 22..66 ▲▲ 77..11 ▲▲ 11..88 ▲▲ 88..11

う ち 市 場 仲 卸
▲▲ 88..77 ▲▲ 44..44 44..99 1166..44 ▲▲ 1144..77 ▲▲ 1111..55 ▲▲ 1166..44 ▲▲ 1188..00

（（小小売売業業計計））③③
▲▲ 88..77 ▲▲ 99..22 1166..22 99..11 ▲▲ 3311..99 ▲▲ 2222..22 ▲▲ 1100..33 ▲▲ 1144..66

（（飲飲食食業業））④④
77..66 33..88 3377..77 2277..99 ▲▲ 66..66 ▲▲ 99..88 ▲▲ 88..44 ▲▲ 66..88

（（食食品品産産業業計計））①①～～④④計計
▲▲ 11..88 ▲▲ 22..22 1155..55 1133..99 ▲▲ 1111..33 ▲▲ 99..99 ▲▲ 99..77 ▲▲ 1100..77

お天気マークは、ＤＩ値によって次のとおりとしています。
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【【参参考考】】　　景景況況DDII　　（（業業種種別別詳詳細細））
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設設備備投投資資ＤＤＩＩ  　　((「「増増加加」」のの割割合合かからら「「減減少少」」のの割割合合をを引引いいたた値値））

仕仕入入価価格格ＤＤＩＩ・・販販売売価価格格ＤＤＩＩ・・販販売売数数量量ＤＤＩＩ  　　((「「増増加加・・上上昇昇」」のの割割合合かからら「「減減少少・・低低下下」」のの割割合合をを引引いいたた値値））

【令和６年下半期実績】

・仕入価格DIは、前回（令和６年上半期）から4.6ポイント上昇し、84.3となった。

・販売価格DIは、前回（令和６年上半期）から3.3ポイント上昇し、59.0となった。

・販売数量DIは、前回（令和６年上半期）から2.6ポイント低下し、▲11.7となった。

【令和７年上半期見通し】

・仕入価格DIは、令和６年下半期から8.0ポイント低下し、76.3となる見通し。

・販売価格DIは、令和６年下半期から8.6ポイント低下し、50.4となる見通し。

・販売数量DIは、令和６年下半期から6.8ポイント上昇し、▲4.9となる見通し。

・設備投資DI（令和７年当初見通し）はプラス値が継続したものの、前年（令和６年当初見通し）よ

り1.6ポイント低下し12.5となった。

（注）1月時点での見通しとなる当初見通しよりも、半期（１～６月）分の投資実績を踏まえた７月時点での修正見通しのほうが上振れしやすい。
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仕入価格DI 42.0 9.1 9.3 37.7 62.7 83.6 88.6 85.2 80.9 79.7 84.3(+4.6) 76.3(-8.0)

販売価格DI 10.8 ▲ 10.5 ▲ 4.6 1.4 12.6 40.0 58.9 64.3 63.6 55.7 59.0(+3.3) 50.4(-8.6)

販売数量DI ▲ 21.8 ▲ 47.6 ▲ 34.4 ▲ 15.9 ▲ 7.0 5.3 0.7 3.2 2.6 ▲ 9.1 ▲11.7(-2.6) ▲4.9(+6.8)

（　）は前回との差
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設備投資DI
（当初見通
し：１月）

3.1 ▲ 1.3 8.4 5.8 6.7 7.0 0.5 ▲ 5.1 6.2 13.5 14.1 12.5(-1.6)

設備投資DI
（修正見通

し：7月）
3.3 8.9 10.9 9.9 8.4 6.1 ▲ 11.2 4.8 7.2 19.2 17.8

（　）は前年との差
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２２  今今後後のの経経営営発発展展にに向向けけ取取りり組組みみたたいい課課題題等等ににつついいてて

雇雇用用判判断断ＤＤＩＩ　　  ((「「増増加加・・上上昇昇」」のの割割合合かからら「「減減少少・・低低下下」」のの割割合合をを引引いいたた値値））

・今後の経営発展に向け取り組みたい課題は、製造業では「商品・生産物の見直し、開発」

（45.8％）と回答した割合が最も高く、昨年調査（令和６年１月）から3.8ポイント上昇した。また、 「原

料・商品の調達先との連携強化」（13.8％）と回答した割合が昨年調査から3.3ポイント低下し、「省

力化・省人化」（30.3％）と回答した割合は5.5ポイント上昇した。

・卸売業では「人材確保」（48.0％）と回答した割合が最も高く、昨年調査から3.1ポイント上昇した。

また、「原料・商品の調達先との連携強化」（22.2％）が昨年調査から6.4ポイント低下し、「原料・商

品の安定調達」（32.3％）と回答した割合は4.7ポイント上昇した。

・小売業では「人材確保」 （51.6％）と回答した割合が最も高く、昨年調査（令和６年１月）から2.4ポ

イント上昇した。また、 「人材育成」（48.4％）と回答した割合が昨年調査から5.8ポイント低下し、

「省力化・省人化」（38.2％）と回答した割合は10.0ポイント上昇した。
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27.6 28.6 

4.1 

44.9 40.4 

14.8 12.4 12.8 
17.3 

3.8 
1.1 

27.5 21.1 

10.7 

32.3 

22.2 

3.4 

4488..00  

37.9 

17.6 13.3 16.6 16.8 

2.4 0.4 
0%

20%

40%

60%

商
品
・
生
産
物
の

見
直
し
、
開
発

販
路
の
多
様
化

輸
出
促
進

原
料
・商
品
の

安
定
調
達

原
料
・商
品
の
調
達
先

と
の
連
携
強
化

衛
生
対
策

人
材
確
保

人
材
育
成

省
力
化
・

省
人
化

設
備
合
理
化
・

増
強

物
流
の
合
理
化

資
金
繰
り
の
安
定

資
本
増
強

そ
の
他

R６年１月 R７年１月

35.0 

15.8 

4.0 

16.9 
14.7 

1.7 

49.2 
54.2 

28.2 
19.2 

8.5 
14.1 

5.1 1.7 

40.9 

16.7 

4.3 

18.3 
14.5 

2.2 

5511..66  
48.4 38.2 

19.4 
11.3 11.3 

4.3 0.5 
0%

20%

40%

60%

商
品
・
生
産
物
の

見
直
し
、
開
発

販
路
の
多
様
化

輸
出
促
進

原
料
・商
品
の

安
定
調
達

原
料
・商
品
の
調
達
先

と
の
連
携
強
化

衛
生
対
策

人
材
確
保

人
材
育
成

省
力
化
・

省
人
化

設
備
合
理
化
・

増
強

物
流
の
合
理
化

資
金
繰
り
の
安
定

資
本
増
強

そ
の
他

R６年１月 R７年１月

35.8 
25.4 

3.0 

23.9 
11.9 4.5 

73.1 

52.2 

32.8 

10.4 
1.5 

10.4 
1.5 0.0 

39.3 

13.1 
4.9 

32.8 

14.8 

0.0 

6688..99  

42.6 

18.0 
9.8 1.6 

19.7 

4.9 
0.0 

0%

20%

40%

60%

80%

商
品
・
生
産
物
の

見
直
し
、
開
発

販
路
の
多
様
化

輸
出
促
進

原
料
・商
品
の

安
定
調
達

原
料
・商
品
の
調
達
先

と
の
連
携
強
化

衛
生
対
策

人
材
確
保

人
材
育
成

省
力
化
・

省
人
化

設
備
合
理
化
・

増
強

物
流
の
合
理
化

資
金
繰
り
の
安
定

資
本
増
強

そ
の
他

R６年１月 R７年１月

（3つまで回答可）

製製造造業業

卸卸売売業業

小小売売業業

飲飲食食業業
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国国産産農農林林水水産産物物のの安安定定調調達達ににああたたっっててのの阻阻害害要要因因・・課課題題

３３  農農林林水水産産物物のの利利用用・・調調達達ににつついいてて

国国産産農農林林水水産産物物のの今今後後のの調調達達量量

・国産農林水産物の安定調達にあたっての阻害要因・課題は「十分な量を確保できない」、「価格

変動が大きい」と回答した割合が高く、令和５年１月調査から継続して回答割合が上昇している。

・国産農林水産物の今後の調達量は、「増加する」と回答した割合が製造業では18.6％、卸売業

では13.7％となり、前回調査（令和６年７月）から低下した。

・飲食業では、「増加する」と回答した割合がわずかに上昇し、「減少する」と回答した割合が低下

した。

20.7

22.2

21.1

20.8

18.6

70.8

67.5

68.7

68.3

68.8

8.5

10.2

10.3

10.9

12.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和4年1月

令和5年1月

令和6年1月

令和6年7月

令和7年1月

製製造造業業

増加する 横ばい 減少する

18.2

17.2

16.8

15.5

13.7

65.6

67.7

66.0

66.7

67.9

16.2

15.1

17.2

17.8

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和4年1月

令和5年1月

令和6年1月

令和6年7月

令和7年1月

卸卸売売業業

増加する 横ばい 減少する

18.0

20.7

22.9

16.4

16.6

76.5

74.9

68.8

76.7

76.2

5.5

4.5

8.2

6.9

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和4年1月

令和5年1月

令和6年1月

令和6年7月

令和7年1月

小小売売業業

増加する 横ばい 減少する

11.8

20.0

28.8

16.2

17.2

82.4

77.1

68.2

75.0

79.3

5.9
2.9

3.0

8.8
3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和4年1月

令和5年1月

令和6年1月

令和6年7月

令和7年1月

飲飲食食業業

増加する 横ばい 減少する

（3つまで回答可）

53.3

51.2

31.5

21.8

13.2

4.5

3.6

4.4

1.7

2.1

1.2

10.5

58.3

56.1

30.7

22.7

12.9

4.0

3.9

3.2

2.1

1.8

1.3

7.6

63.2

59.9

33.0

20.7

11.7

3.5

4.0

4.3

1.7

2.0

1.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80%

十分な量を確保できない

価格変動が大きい

通年で確保できない

（必要な時期に確保できない）

品質にバラつきがある

差別化が難しい

調達の手間が煩雑

生産者や産地に関する情報が得にくい

仕入先（問屋・商社等）が国産の

取扱いに消極的（扱っていない）

生産履歴に関する情報提供が乏しい

求めている生産方法ではない

（有機栽培・第三者機関認証等）

どこに相談すれば良いか分からない

その他

令和5年1月

令和6年1月

令和7年1月
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４４  物物流流問問題題（（22002244年年問問題題））ににつついいてて

トトララッッククドドラライイババーーのの時時間間外外労労働働のの上上限限規規制制のの影影響響ににつついいてて

物物流流問問題題（（22002244年年問問題題））へへのの対対応応策策ににつついいてて

・トラックドライバーの時間外労働の上限規制の影響について、「物流費用が上昇した」（75.3％）

と回答した割合が最も高く、次いで「輸送に時間がかかるようになった」（31.8％）、「集荷条件が

変更された」（30.8％）の順となった。

・業種別にみると、すべての業種で「物流費用が上昇した」と回答した割合が最も高かった。製造

業では、次いで「輸送に時間がかかるようになった」と回答した割合が高かった。卸売業、小売業、

飲食業では、「集荷条件が変更された」と回答した割合が 「輸送に時間がかかるようになった」と

回答した割合よりも高かった。

75.3 

31.8 

30.8 

15.5 

0.6 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

食品産業合計

物流費用が上昇した 輸送に時間がかかるようになった 集荷条件が変更された

影響は特になかった その他

77.0 75.7 

65.4 63.3 

33.1 34.2 

19.2 20.0 

29.6 

35.3 

25.8 
33.3 

14.6 14.5 

22.5 23.3 

0.4 0.8 1.1 0.0 
0%

20%

40%

60%

80%

100%

製造業 卸売業 小売業 飲食業

（複数回答可）

（複数回答可）

33.9 

27.6 

24.5 

14.9 

11.1 
9.9 

7.8 

3.8 
3.6 3.1 2.4 

0%

10%

20%

30%

40%

食品産業合計

価格転嫁 なにもしていない

配送回数の減少（大ロット化等） 配送業者の変更（内製化を除く）

共同配送 配送拠点の集約

内製化（自社配送への切り替え） デジタル活用（予約サービスによるトラック待機時間削減など）

モーダルシフト（船舶や鉄道の利用） 設備の増強（トラック大型化など）

その他

35.3 35.2 

38.3 

33.9 

0%

10%

20%

30%

40%

製造業 卸売業 小売業 飲食業

・物流問題への対応策について、「価格転嫁」（33.9％）と回答した割合が最も高かった。次いで

「なにもしていない」（27.6％）、「配送回数の減少（大ロット化等）」（24.5％）の順となった。

・業種別にみると、製造業や卸売業では「価格転嫁」と回答した割合が最も高く、小売業では「配

送回数の減少（大ロット化等）」と回答した割合が最も高かった。飲食業では「なにもしていない」

と回答した割合が最も高かった。
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環環境境にに配配慮慮ししたた取取組組みみのの内内容容

５５  環環境境にに配配慮慮ししたた取取組組みみににつついいてて

環環境境にに配配慮慮ししたた取取組組みみのの実実施施状状況況

・環境に配慮した取組みの内容として「食品ロス削減・食品リサイクル」（53.6％）と回答した割合

が最も高く、次いで「脱プラスチック・容器包装リサイクル」（24.5％）、「地球温暖化対策」（23.3％）

の順となった。

・業種別にみると、すべての業種で、「食品ロス削減・食品リサイクル」と回答した割合が最も高く、

特に飲食業では、約８割と大部分を占めた。小売業では「脱プラスチック・容器包装リサイクル」と

回答した割合が他の業種よりも高かった。

・環境に配慮した取組みの実施状況を業種別にみると、「実施している」と回答した割合は、調達段階

及び製造・流通段階の両方で小売業が最も高かった。

・また、取組みの実施について前向きな回答（「実施している」及び「少し実施している」の合算）の割

合は、すべての業種で、製造・流通段階よりも調達段階のほうが低かった。

（3つまで回答可）

15.4 

21.7 

13.1 

13.8 

3311..11  

2266..55  

16.9 

17.2 

29.4 

40.5 

25.3 

30.5 

32.2 

42.5 

28.8 

41.4 

40.0 

29.5 

41.3 

38.5 

28.9 

26.0 

39.0 

29.3 

15.2 

8.3 

20.3 

17.3 

7.8 

5.0 

15.3 

12.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

調達

製造・流通

調達

製造・流通

調達

製造・流通

調達

製造・流通

製
造
業

卸
売
業

小
売
業

飲
食
業

実施している 少し実施している あまり実施していない 全く実施していない

製
造
業

卸
売
業

小
売
業

飲
食
業

前前向向ききなな回回答答

44.8

62.2

38.4

44.3

63.3

68.0

45.7

58.6

53.6 

24.5 

23.3 

16.4 
15.8 14.9 

8.0 
2.1 1.2 

0%

20%

40%

60%

80%

食品産業全体

食品ロス削減・食品リサイクル 脱プラスチック・容器包装リサイクル 地球温暖化対策

実施していない 環境に配慮した方法により

生産された農林水産物・食品の調達

有機JAS、MSC、ASC、MEL等の認証取得や

認証済み農林水産物・食品の調達

フードマイレージの削減・地産地消 代替食品の開発・調達 その他

58.1 

35.6 

62.6 

79.7 

46.9 

0%

20%

40%

60%

80%

製造業 卸売業 小売業 飲食業
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